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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議　長　　池ノ谷忠敏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　小関　　守

要　請　書
本件に対する控訴審判決（東京高等裁判所民事5部、小林克己裁判長。以下、原審という）は、上告人らの集団性を判断し、救済年度（59・60年度）に存在する格差を「無視できない有意な格差」と明確に認定しました。そして、昭和40年代からの労使関係に言及し、上告人らが明治乳業の赤裸々な不当労働行為意思を示す直接証拠として立証した、マル秘資料である甲B1号証（笠原ファイル）等を認定し、「、・・・控訴人らの上記主張を妥当するとみる余地はある」と、不当労働行為意思についても判示したのです。

しかし、原審は「除斥期間の趣旨」や労働委員会の裁量権を理由に、「・・・本件において、被控訴人（中労委）が、このような救済対象となる行為から時間的に大きく離れた時点に生じたとみられる格差の是正は行えないとの前提で、その不当労働行為該当性について審理しなかったことにつき、裁量権の行使に違法があるとみる余地はないのである」（判決58頁）としたのです。上告人らは、現に存在する格差や不当労働行為意思に係わる事実の審理・判断を、労働委員会の裁量権を理由に放棄した原審判決に全く承服できません。

本日の要請では、労働委員会には、審理（審査）するか、しないかの裁量権はない（労組法27条1項、及び、労働委員会規則32条）こと、同時に、本件での格差及び不当労働行為意思に係わる認定は、原審判決が始めてなのであり、そもそも労働委員会の裁量権をいうこと自体が誤りである事を明らかにし、最高裁判所が速やかに上告受理をなし、弁論を開始して下級審の誤りを正されることを強く求めるものです。

記

1、 必要年数を遡及して審査（審理）するのが先例・判例の到達点です。

不当労働行為からの救済制度は、労働基本権に対する使用者の攻撃から労働者・労働組合を迅速に救済（現状回復）し、労働基本権を使用者に尊重させるために設けられた制度です。また、この救済制度の運用と「除斥期間」は、対立関係にあると見ざるを得ません。原審判決は、① 証拠収集・実情把握が困難、② 命令によって労使関係の安定を阻害する恐れ、③ 命令を出す実益がない（判決文32頁）等と、除斥期間の趣旨を判示します。

　しかし、多くの先例・判例でも明らかなように、長年の攻撃によって累積された差別の是正を闘う不当労働行為・差別事件では、差別開始までの必要年数を遡及（千代田化工＝21年、日石化学＝26年、石播＝14年など）審査を行い、救済は、将来に向けて累積格差の一括是正を行う方式で、不当労働行為救済制度の設立趣旨が生かされているのです。

　本件では、不当労働行為・差別の開始時期である昭和40年代初頭からの証拠資料は膨大に存在し、初審（都労委）から激しく争っているのです。除斥期間の趣旨を理由に審理・救済措置を放棄することは、不当労働行為と差別政策で作り出された「異常な労使関係」の安定を、労働委員会が容認し司法が追認する事になりかねない重大な誤りです。

2、当該申立を審査（審理）しない「裁量権の行使」は許されません。

労組法27条1項は、「労働委員会は、使用者が第7条の規定に違反した旨の申立を受けたときは、遅滞なく調査を行い、必要があると認めたときは、当該申立が理由があるかどうかについて審問を行わなければならない・・・」と定めます（調査・審問の全体を審査という）。また、この労組法にもとづき、労働委員会規則35条は、「・・・遅滞なく事件について審査を行わなければならない」としているのです。すなわち、労働委員会には、救済方法（救済の範囲、内容、水準）等での裁量権は認められるが、当該申立を審査（審理）するか、しないかの裁量権はないのです。しかも、本件では、原審の審理を通して有意な格差の存在や、不当労働行為意思についての判示を行いながら、救済対象となる行為からの時間的な隔たりの大きさを理由に、「存在する格差の不当労働行為該当性」についての判断を回避し、労働委員会の「・・・裁量権の行使に違法があるとみる余地はない」として、一方的に不当労働行為による差別の存在を否定したのです。これは、不当労働行為救済制度の趣旨にも違背するものであり、「裁量権」を大きく逸脱するものです。

3、そもそも中労委では無かった「累積格差」に関する不当労働行為該当性の審理

事業所採用者コースに於ける「有意な格差の存在」は、原審の「当審における新たな争

点」との訴訟指揮によって明確になったものです。中労委においては、同期・同学歴比較に基づく職分・号給格差について、「不適切な比較に基づくもの」（中労委命令書19頁）として、存在する外形的格差について何ら検討されていないのです。また、東京地裁判決も職分の格差について、「昭和55年度に存在した格差は同年度から昭和60年度にかけて順次縮小・解消している、有意な格差があると評価することは困難」として、格差の存在を否定する事実誤認を行ったのです。そして、原審において、初めて「無視できない有意な格差（号給）」として認定されたのです。

　従って、原審判決が、そもそも不当労働行為該当性の審理の前提となる、累積格差の存否について、何ら検討もしていない中央労働委員会命令について、「その格差についての不当労働行為の成否について」審理しなかった事の妥当性をいうことは重大な誤りです。

何故ならば、もともと累積格差を検討していない中央労働委員会が、その命令に於いて格差の不当労働行為該当性を検討する余地などないからです。さらに、累積格差の有無を検討していない中労委命令が、その格差を対象とした不当労働行為の成否について審理しなかったことについて、「労働委員会の裁量権」をいうこと自体、原審判決の誤りです。

4、原審の事実認定・判断に基づく格差（差別）の是正措置こそ司法に求められる

上告人らは、昭和30年代後半に明治乳業に入社し、劣悪な労働条件改善の切実な要求で結集して労働組合活動に目覚め、旺盛な運動を始めます。以来、40年余に及んで、明治乳業の組合活動介入や人権侵害・差別と闘いながら頑張ってきた労働者集団です。

23年目の長期争議の背景には、労働委員会や下級審の異常な判断構造があります。初めて明確にされた原審判決の、①上告人らの集団性、②有意な格差、③不当労働行為意思に関する判示を踏まえた、最高裁での是正措置こそ緊急に求められているのです。　　
以上。
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